
Ｑ
＆
Ａ
経
営
相
談

T‖f SttATECrC MANAC欧 2θ′Z′2 ぢび

２
０
１
７
年
中
小
企
業
冬
季
賞
与
の
相
場
は

《
圏
）
碍
噛
軸
城
翡
鞘
惟
僅
鞘
蝦
肺
廉
養
雑
激
てっ
針
趾
拗
蝶
塩
は
薄
い
で
す
が
、
今
冬
も
】
末
賞
与
を
支
給
し
た
部
殿
酵
転

俗
ま
ず
、
賞
与
の
多
寡
を
左
右

す
る
景
気
と
企
業
業
績
の
動

向
を
み
て
お
き
ま
し
ょ
う
。

２
０
１
７
年
に
は
、

１４
年
春
以
降
の

景
気
弱
含
み
の
基
調
が
薄
れ
、
輸
出
や

消
費
が
持
ち
直
す
動
き
が
み
ら
れ
ま
し

た
ｏ
ま
ず
、

‐６
年
秋
日
以
降
の
円
安
や

海
外
の
景
気
回
復
を
背
景
に
、
輸
出
の

増
勢
が
強
ま
り
ま
し
た
。
欧
州
各
国
で

相
次
い
だ
国
政
選
挙
で
は
、
保
護
主
義

的
な
動
き
に

一
定
の
歯
止
め
が
か
か
る

結
果
と
な
り
、
海
外
経
済
へ
の
先
行
き

懸
念
が
和
ら
ぐ
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

ま
た
、
個
人
消
費
も
乗
用
車
な
ど
の
耐

久
消
費
財
で
、

０９
年
以
降
の
購
入
支
援

策
や
消
費
増
税
前
の
駆
け
込
み
需
要
の

反
動
減
が

一
巡
し
た
ほ
か
、
株
高
に
伴

う
資
産
効
果
も
あ
り
、
回
復
基
調
が
続

き
ま
し
た
。

こ
の
よ
う
に
景
気
に
や
や
明
る
さ
が

広
が
る
中
で
、
企
業
業
績
も
改
善
し
ま

し
た
。
財
務
省
の

「法
人
企
業
統
計
調

査
」
に
よ
れ
ば
、

１７
年
１
～
３
月
期
、

４
～
６
月
期
の
全
産
業

（資
本
金
１
０

０
０
万
円
以
上
、
金
融
機
関
を
除
く
）

の
経
常
利
益
は
、
そ
れ
ぞ
れ
前
年
比
十

２６

・
６
％
、
＋
２２

・
６
％
の
増
益
と
な

り
ま
し
た
。
と
り
わ
け
製
造
業
は
、
同

十
７。

．
３
％
、
＋
４６

・
４
％
と
大
幅
増

益
で
し
た
。
非
製
造
業
も
同
＋
１０

・
７

％
、
十
１２

・
０
％
と
卸

。
小
売
業
な
ど

に
牽
引
さ
れ
好
調
で
し
た
。

も
っ
と
も
、
こ
う
し
た
好
業
績
の
一

方
で
、
賃
金
が
上
昇
す
る
動
き
は
限
定

的
で
す
。
む
し
ろ
１７
年
に
は
、

１３
年
か

ら
の
改
善
幅
拡
大
の
動
き
が

一
服
し
て

い
ま
す
。

こ
れ
は
、
賃
金
は
い
わ
ゆ
る
遅
行
指

標
で
受
注
、
生
産
な
ど
経
済
の
さ
ま
ざ

ま
な
動
き
を
後
か
ら
追
い
か
け
て
変
動

す
る
傾
向
が
あ
る
た
め
で
す
。
実
際
、

‐７
年
の
春
季
賃
金
交
渉
の
際
に
は
、

１６

年
秋
口
ま
で
の
円
高
の
業
績
へ
の
悪
影

響
や
、
海
外
経
済
の
不
透
明
感
へ
の
懸

念
が
強
く
、
ベ
ー
ス
ア
ッ
プ
を
前
年
並

み
に
と
ど
め
た
り
、
ベ
ア
の
維
持
を
優

先
し
て
賞
与
フ
ァ
ン
ド
は
前
年
比
マ
イ

ナ
ス
で
決
着
し
た
り
す
る
例
が
相
次
ぎ

ま
し
た
ｏ

‐７
年
度
の
賃
金
に
は
、

１６
年

度
の
景
気
の
弱
さ
の
影
響
が
残
っ
た
形

で
す
。

こ
の
た
め
、

１７
年
末
賞
与
に
つ
い
て

も
、
平
均
で
は
前
年
比
十
０

・
８
％
と

夏
季
の
同
＋
０

・
４
％
に
続
き
小
幅
な

増
加
に
と
ど
ま
る
見
通
し
で
す
。

雇
用
維
持
策
の
要
素
も

も
っ
と
も
、
企
業
規
模
別
に
み
る
と
、

中
小
企
業
の
上
昇
幅
は
大
手
企
業
よ

り
大
き
く
な
る
傾
向
が
み
ら
れ
ま
す
。

こ
れ
は

一
つ
に
は
、
中
小
企
業
の
賞

与
が
大
企
業
よ
り
も
、
支
給
時
期
直
前

の
収
益
状
況
を
反
映
し
や
す
い
傾
向
が

あ
る
た
め
で
す
。
大
企
業
で
は
全
体
の

８
割
弱
の
企
業
が
年
間
の
賞
与
フ
ァ
ン

ド
を
夏
前
に
決
定
す
る

「夏
冬
方
式
」

を
と
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
た
め
、
同
じ

年
度
内
の
夏
季

・
冬
季
の
賞
与
の
伸
び

率
が
同
様
に
な
る
傾
向
が
あ
り
ま
す
。

‐７
年
夏
季
賞
与
は
、
企
業
規
模
５
０
０

人
以
上
の
企
業
に
限
る
と
、
前
年
比
▲

２

・
８
％
と
減
少
し
ま
し
た
。
こ
れ
に

対
し
、
同
５
～
２９
人
の
企
業
で
は
、
足

元
の
景
気
回
復
を
反
映
し
て
同
十
２

・

０
％
と
増
加
し
ま
し
た
。

さ
ら
に
、
大
企
業
以
上
に
大
手
不
足

感

。
人
材
流
出
リ
ス
ク
が
強
い
な
か
で
、

賃
上
げ
圧
力
が
高
ま
っ
て
い
ま
す
。

経
済
産
業
省
が
６
月
に
実
施
し
た

中
小
企
業
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
に
よ

る
と
、
正
社
員
の
賃
金
を
引
き
上
げ
た

企
業
は
、

１６
年
度
に
全
体
の
５９

・
０
％

で
あ
っ
た
の
に
対
し
、

１７
年
度
に
は
、

６６

・
‐
％
に
増
え
て
い
ま
す
。
そ
の
理

由
と
し
て
は
、
「人
材
の
採
用

・
従
業

員
の
引
き
止
め
の
必
要
性
」
が
４９

・
２

％
と
、
「業
績

の
回
復

・
向
上
」

の

３４

・
３
％
を
上
回
っ
て
い
ま
す
。
ま
た

引
き
上
げ
方
法
と
し
て
は
、
「月
例
給

与
の
引
き
上
げ
」
が
９２

・
０
％
ヽ
「賞

与

・
一
時
金
の
増
額
」
が
２４

・
９
％
と

な
っ
て
い
ま
す
。
賞
与
の
増
額
を
引
き

上
げ
方
法
に
選
ん
で
い
な
い
企
業
で
も
、

月
例
給
が
賞
与
算
定
の
基
本
と
な
る
た

め
、
賞
与
の
伸
び
率
自
体
に
は
、
月
例

給
の
伸
び
が
反
映
さ
れ
る
の
が

一
般
的

で
す
。

以
上
か
ら
今
冬
の
中
小
企
業
の
賞

与
伸
び
率
は
、
前
年
比
十
１

・
５
～
２

％
程
度
に
な
る
と
予
想
さ
れ
ま
す
。
⑤

E回確叢音コ

主任研究員

小方尚子

株式会社TKC『月刊　戦略経営者』2017年12月号




